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１．はじめに
全国的に、グレーインフラの老朽化が進行しつつある。人口減少や高齢化が進展する地域の中には、老朽化するグレーインフラの補修や更新が容易ではない自治体があり、こうした状況は、長期に亘るデフレや財政悪化とも相まって、解決の目途が立ちにくい。他方で、近年、従来のレベルを超えた多様な災害が発生しており、グレーインフラが果たす減災・防災機能に対する期待や必要性は高まっている。このようなグレーインフラに対するニーズの高まりと、その機能の減退というミスマッチを軽減する方法として、グリーンインフラが有する減災・防災機能の増進が考えられる。
しかしながら、利用の減退のために自然資源としての状態が悪化し、グリーンインフラとしての機能が低下している事例が散見される。本報告は日本の森林に着目し、森林の自然資源として持続的な利用を進めることで、グリーンインフラとしての機能を増進させるという方策を検討する。森林に着目をするのは、2018年5月に森林経営管理法案が可決され、「経営意欲を持てずにいる森林所有者の方から，意欲と能力のある林業経営者の方に森林を預け，林業経営を行ってもらう仕組み」（林野庁，2018，pp. 4-5）である「森林経営管理制度」（新たな森林管理システム）が導入されることになったためである。同システムの導入によって、林地の所有規模や経営規模が零細である問題が大幅に解消され、意欲や能力のある林業経営者による持続的な森林管理が進むと期待される。しかし、そうした林業経営者の具体像は明確には示されていない。本報告は、グレーインフラ機能の増進につながるような森林管理のあり方を、事例を通じて提示する。
２．分析方法

新たな森林管理システムの導入は、グレーインフラ機能の増進をもたらす森林管理のための、いわば必要条件と考えることができる。こうした森林管理が成功裡に進むためには、①林業経営体の持続可能性、②地域社会の持続可能性、③森林環境の持続可能性が満たされるべきであり、これらはいわば十分条件と見なしうる。ここで①は、新たな森林管理システムを活用して、過度な補助金への依存から脱却した林業経営をおこなうこと、②は、地域全体が活性化し持続するために、当該林業経営体が独り勝ちをせずに地域全体が潤う取り組みを進めること、③は、森林施業に伴なう林地の劣化を最小限に抑え、災害による被害に遭いにくい林地整備を進めることであるとする。
本報告では、京都府綾部市所在の企業を取り上げ、同企業がこれら①～③をどのように満たそうとしているのかを、事例分析の形で検討した。2018年に複数回に亘りヒアリング調査、現地調査等をおこない、残された不明点等は、調査後にメールで照会した。
３．分析結果

調査対象とした企業は、その母体となった企業が建設業であり、しばらくは路網整備と里山再生のように、建設業者と林業関係者がタイアップする形での森林整備に取り組んできた。新たな森林管理システムが導入されることになり、現在は、このシステムをフル活用する取り組みを進めようとしているところである。
まず、①林業経営体の持続可能性については、路網整備（森林整備）、伐り出し、製材、販売の全てを同社でおこなうことで、トータルでの黒字を目指している。路網整備では建設業でのノウハウを活用し、伐り出しはオンデマンドにすることで多様なニーズを満たし、製材では簡易製材機の活用でコストを大幅に抑え、販売では大手ハウスメーカーとの棲み分けをおこなっている。②地域社会の持続可能性については、同社が独り勝ちをすることは、結局は地域を衰退させうることから、逆に同社のノウハウを開陳し、林業アカデミーを開設して共有することで、地域全体が潤うように配慮をしている。③森林環境の持続可能性については、四万十式作業道と呼ばれる安価かつ環境負荷を低減させた路網整備を採用、改良をすることで、災害が生じにくい森林環境を整備し、維持している。新たな森林管理システムの導入の下、これら3つの持続可能性が満たされることで、森林が良好な状態に保たれつつ持続的に活用され、結果的にグリーンインフラとしての機能を高い状態で維持することができると考えられる。
４．結論

長期に亘るデフレや財政悪化の下で、人口減少や高齢化が進行する地域にあっては、グレーインフラに代替するようなグリーンインフラの整備が現実的な選択肢として考えられる。とはいえ、グリーンインフラの整備は、その地域が持続していくからこそ求められるものでもある。その意味で、グリーンインフラによるグレーインフラの代替は、昨今取組まれている地域創成を、減災・防災という観点に重点を置きながら論じるものとして、捉えることができよう。本報告では、3つの持続可能性を提示しつつ、具体的な事例を紹介した。
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